
根拠となる法令
会津若松市廃棄物の処理及び清掃に関する条例［抜粋］
（事業者の責務）
第4条　事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を単独に又は他の事業者と共同して、自らの
責任において適正にこれを処理しなければならない。
2　事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用、誇大包装の回避等により、その減量化
を図るとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となった場合におけ
る処理が困難にならないような製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の適
正な処理の方法についての情報を提供すること等により、当該廃棄物の適正な処理が困難になること
のないようにしなければならない。
3　事業者は、前2項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に関し市の施
策に協力しなければならない。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律［抜粋］
（事業者の責務）
第三条　事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければなら
い。
２　事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量に務めるとともに、
物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となった場合における処理の困難性についてあ
らかじめ自ら評価し、適正な処理が困難にならないような製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等に
係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報を提供すること等により、その製品、容器等が廃棄物となった
場合においてその適正な処理が困難になることのないようにしなければならない。
３　 事業者は、前二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に関し国及び地方
公共団体の施策に協力しなければならない。

食品ロス削減推進法（食品ロスの削減の推進に関する法律）[抜粋]
（事業者の責務）
第五条　事業者は、その事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する食品ロスの削減に関する施策に協
力するよう努めるとともに、食品ロスの削減について積極的に取り組むよう努めるものとする。

食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）[抜粋]
（事業者及び消費者の責務）
第四条　事業者及び消費者は、食品の購入又は調理の方法の改善により食品廃棄物等の発生の抑制に努め
るとともに、食品循環資源の再生利用により得られた製品の利用により食品循環資源の再生利用を促進する
よう努めなければならない。

資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）[抜粋]
（事業者等の責務）
第四条　工場若しくは事業場（建設工事に係るものを含む。以下同じ。）において事業を行う者及び物品の販
売の事業を行う者（以下「事業者」という。）又は建設工事の発注者は、その事業又はその建設工事の発注を行
うに際して原材料等の使用の合理化を行うとともに、再生資源及び再生部品を利用するよう努めなければなら
ない。

２　 事業者又は建設工事の発注者は、その事業に係る製品が長期間使用されることを促進するよう努めると
ともに、その事業に係る製品が一度使用され、若しくは使用されずに収集され、若しくは廃棄された後その全部
若しくは一部を再生資源若しくは再生部品として利用することを促進し、又はその事業若しくはその建設工事
に係る副産物の全部若しくは一部を再生資源として利用することを促進するよう努めなければならない。

家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）[抜粋]
（事業者及び消費者の責務）
第六条　事業者及び消費者は、特定家庭用機器をなるべく長期間使用することにより、特定家庭用機器廃棄
物の排出を抑制するよう努めるとともに、特定家庭用機器廃棄物を排出する場合にあっては、当該特定家庭用
機器廃棄物の再商品化等が確実に実施されるよう、特定家庭用機器廃棄物の収集若しくは運搬をする者又は
再商品化等をする者に適切に引き渡し、その求めに応じ料金の支払に応じることにより、これらの者がこの法
律の目的を達成するために行う措置に協力しなければならない。
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